
八尾市版持続可能な権利擁護
支援モデル事業について

八尾市 健康福祉部 地域共生推進課

多様な主体が参画する
～簡易な金銭管理・見守り推進事業（仮）～



「持続可能な権利擁護支援モデル事業について」

1引用：令和４年４月１９日開催「持続可能な権利擁護支援モデル事業説明会」資料

八尾市は、テーマ②の取り組みでモデル事業を検討！！



引用：令和４年４月１９日開催「持続可能な権利擁護支援モデル事業説明会」資料
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テーマ② 簡易な金銭管理等を通じ、地域生活における意思決定を支援する取組

〇市町村の関与の下で、市民後見人養成研修修了者等による意思決定支援によって、適切な生活支援等のサービ

ス（簡易な金銭管理、入院・入所手続支援等）が確保される方策等を検討する取り組み。

〇意思決定支援の場面において、権利侵害や法的課題を発見した場合、専門職が必要な支援を助言・実施する、

市町村の関与を求める等、司法による権利擁護支援を身近なものとする方策についても検討する。

〇身寄りのない人も含め、誰もが安心して生活支援等のサービスを利用できることをめざす。
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八尾市の人口推移・高齢化率推移について
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〇八尾市の総人口・世帯数推移

（単位：上段：人 下段：世帯）

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3

総人口 272,024 271,505 271,066 270,029 269,759 269,068 268,755 268,013 267,080 266,593 265,908 264,867

世帯数 117,973 119,023 120,090 119,544 120,369 121,086 121,961 122,881 123,596 124,514 125,624 126,462

各年3月末現在

272,024 271,505 271,066 270,029 269,759 269,068 268,755 268,013 267,080 266,593 265,908 264,867 

117,973 119,023 120,090 119,544 120,369 121,086 121,961 122,881 123,596 124,514 125,624 126,462 
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八尾市の人口推移・高齢化率推移について
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〇八尾市の高齢者数と高齢化率推移

（単位：高齢者数 人）

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3

前期高齢者数(a) 36,804 36,259 37,152 38,326 39,616 39,675 38,949 37,814 36,792 35,530 34,869 34,270

後期高齢者数(b) 25,205 26,740 28,236 29,631 30,815 32,444 34,439 36,474 38,083 39,598 40,180 40,354

高齢者数(a+b) 62,009 62,999 65,388 67,957 70,431 72,119 73,388 74,288 74,875 75,128 75,049 74,624

【高齢化率】 22.8% 23.2% 24.2% 25.1% 26.1% 26.8% 27.3% 27.7% 28.0% 28.2% 28.3% 28.3%

各年９月末現在
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H30に後期高齢者数が半数以上に。
親族等が遠方で頼ることのできない方や単身高齢

者など身寄りのない市民の増加。
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障がい者等の現状（手帳所持者の状況）

H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3

所持者数 15,462 15,757 16,159 16,253 16,461 16,611 17,015

H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3

身体障がい者数 10,868 10,852 10,968 10,775 10,628 10,544 10,535

知的障がい者数 2,452 2,567 2,680 2,794 2,906 3,015 3,122

精神障がい者数 2,142 2,338 2,511 2,684 2,927 3,052 3,358

増加

増加

精神障がい者の数が特に増加



成年後見人等と本人との関係別件数表

八尾市 親族関係 弁護士 司法書士 社会福祉士 市民後見人 その他法人 その他個人 合計

R3 10 23 46 7 3 1 1 91

R2 13 18 32 3 1 1 0 68

R1 7 16 36 3 1 6 0 69

大阪府 親族関係 弁護士 司法書士 社会福祉士 市民後見人 その他法人 その他個人 合計

R3 397 662 1677 261 31 200 4 3,302

R2 387 741 1478 207 33 141 6 3,062

R1 422 682 1416 249 34 120 4 2,989 6

後見制度利用者の推移

申立件数表

八尾市 後見開始 保佐開始 補助開始
任意後見監督人

選任
合計

R3 72 19 7 3 101

R2 54 17 4 0 75

R1 55 12 5 2 74

大阪府 後見開始 保佐開始 補助開始
任意後見監督人

選任
合計

R3 2,430 776 241 72 3,519

R2 2,379 647 235 66 3,327

R1 2,256 581 196 62 3,095
専門職後見人が多い状況

大阪府、八尾市とも申立件数が増加

これまで権利擁護支援に関する
対応策であった後見制度の利用者数
の増加等による受け皿としての限界
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（内訳）

①41

②43

③48 H30
①36

②42

③52 R1
①36

②44
③61

R2

①36

②48
③68 R3

①認知症高齢者 ②知的障がい者 ③精神障がい者

精神障がい者

48 68

日常生活自立支援事業利用者の推移

91 96
104

112

うち生活保護受給者

制度利用者

利用者数は増加傾向
⇒後見制度同様、受け皿としての限界

に近づいている。

精神障がい者が増加傾向
⇒専門的知識を要する

ケースの増加
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〇市民後見人バンク登録者推移

年齢条件（70歳以下）が満たされず、退会となる ⇒ 31名のバンク登録者（R4.4.1現在 ）

〇市民後見人受任件数推移

７名の市民後見人が受任中（R4.4.1現在）⇒31名中7名が受任しているが、24名が待機中

市民後見人における現状①

H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 合計

八尾市

登録 9 8 5 1 3 9 5 3 43

移管 1 0 0 0 0 1 0 0 2

退会 0 0 4 4 4 2 0 0 14

H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 合計

八尾市
受任 0 2 1 3 2 2 3 0 13

終了 0 1 0 1 1 1 2 0 6



現状について
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 今後、認知症高齢者の増加等で相談
件数が増え、スムーズな契約が難し
くなる可能性がある。

 専門的知識を有するケースの増加等
により、受け入れ件数が限界に近づ
く恐れがある。

 市民後見人としての活動終了後

もまだまだ現役で活動できるが、
登録の定年がきてしまい、これ

まで培った経験を活かす機会が

ない。（定年70歳）

 意欲があるにも関わらず受任に
至らず、待機中の市民後見人が

一定数いる状況。

日常生活自立支援事業 市民後見人

多様な主体が参画する
簡易金銭管理・見守り推進事業（仮）を展開！

 医療や契約等の説明を本人以外に聞
く人がおらず、１人で適切に決める
こと、手続きすることが難しい。

 本人が金銭管理できず、支えてくれ
る人や適したサービスがなく、本人
を支援する中で事業者が関わらざる
をえないケースがある。

 緊急連絡先や身元引受人となる人が
いない。

本人

新たな支援策が必要



専門職後見

・後見
・保佐
・補助

事業のターゲット層について
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有償サービス
（専門職・銀行等）

日常生活自立
支援事業

法人後見
持続可能な

権利擁護

モデル事業市民後見

収入多い

収入少ない

判断能力
あり

判断能力
なし

主に判断能力の低下が比較的
軽度な身寄りのない単身高齢者

日常生活自立支援事業 モデル事業

認知症、知的障がい、精神障がい等により判断能力
が十分でない方（福祉サービスの利用援助、契約能
力を有していることが必須）

認知機能の低下が比較的軽度である身寄りのないあ
るいは親族が遠方にしかおらず支援が受けられない
単身在宅高齢者（福祉サービスの利用は問わない）
※知的・精神障がい者、施設入所者を除く。



各制度・事業との比較①

成年後見制度 日常生活自立支援事業 モデル事業

制度主旨

家庭裁判所が選任した、または本人が
あらかじめ定めておいた代理人が財産
管理及び身上保護に関する契約等の法
律行為全般の援助を行う。

認知症、知的障がい、精神がい等によ
り判断能力が十分でない方に、福祉
サービスの利用に関する援助や日々の
生活に必要な金銭の管理等を行う。

認知症高齢者の増加等により、増加・
広範していく支援ニーズに対応するた
め、多様な主体の参画を得ながら、簡
易な金銭管理及び地域生活における見
守り支援を行う。

主なサービス
内容

①財産管理に関すること
②生活や健康管理（身上保護）に関す
ること

①福祉サービスの利用援助
②日常的金銭管理
③金融機関の貸金庫等を使用した書類
等預かりサービス

①簡易な金銭管理
②地域生活における見守り支援

対象者 10頁参照。

利用料
原則、本人の財産から支弁
※報酬額は、家庭裁判所が決定

・契約締結までは公費補助、締結後の
援助は所得税額に応じた利用者負担
・金銭のやり取り等、本人に代わって
行う手続き毎に発生

・金銭管理事業者…日常生活自立支援
事業を超えない範囲の料金設定を想定
・見守り支援者…無報酬（交通費等の
支援に要する実費分は負担)
⇒市民後見人制度に準ずる

取り扱い
金融機関

・後見制度支援預貯金…信用金庫、信
用組合、JA、各銀行の一部
・後見制度支援信託…信託銀行等

ゆうちょ銀行・大阪シティ信用金庫八
尾営業所・りそな銀行（関西みらい銀
行）・三菱UFJ銀行

現在調整中
⇒今後複数行との調整が必要（日常生
活自立支援事業取り扱い金融機関を中
心に）

11



各制度・事業との比較②

成年後見制度 日常生活自立支援事業 モデル事業

所管庁 法務省 厚生労働省 八尾市

法的根拠 民法、政省令、家事審判規則等
社会福祉法、

厚生労働省社会・援護局通知等
民法等

実施主体

成年後見人等

都道府県社会福祉協議会
※一部を市町村社会福祉協議会に委託

八尾市
※一部を市町村社会福祉協議会に委託

援助者
市町村社会福祉協議会専門員、

生活支援員

金銭管理⇒社会福祉法人、民間企業
見守り支援⇒（仮称）見守り隊
（市民後見人待機者・OB等）

監督機関 家庭裁判所 府社会福祉協議会 市社会福祉協議会（検討中）

申込先
（利用までの期間）

家庭裁判所
（３～６か月程度）

市社会福祉協議会 権利擁護センター
（1か月半～２か月）

市社会福祉協議会（仮）
（～1か月をめざす）

12



各制度・事業との比較③

成年後見制度 日常生活自立支援事業 モデル事業

利用までの流れ

①裁判所への申し立て（本人、配
偶者、四親等以内の親族、検察官、
市長）
②審問⇒必要に応じ、裁判官によ
る事情の聞き取り
③調査⇒家庭裁判所調査官による
調査（申立人、本人、後見人等候
補者）
④鑑定⇒後見と保佐は、本人の判
断能力について鑑定
⑤後見人等の選任（家庭裁判所審
判）
⑥支援開始

①相談⇒権利擁護センターに相談
②訪問・調査⇒契約締結判定ガイドラ
インに基づき、社協・ヘルパーらで見
当識等の確認を行う。（複数回訪問）
③協議・審査⇒府社協にて審査
④支援計画づくり⇒本人と協議の上、
サービス内容・利用回数等の計画書を
作成。
⑤契約⇒本人と社協間での契約締結
⑥サービス利用開始

【21頁より抜粋（検討中）】
①本人の見守り支援の登録申請
見守り隊への登録申請

②本人の見守り支援登録認定
見守り隊員の登録認定

③事業の利用申請
④監督機関が、見守り隊に面談依頼
⑤本人・見守り隊・監督団体で三者面談
⑥三者面談での内容から見守り隊が承諾した
場合、訪問依頼の承諾書を監督機関へ送付
⑦監督機関は、本人に承諾通知を送付
⑧契約に基づき本人宅に月２回訪問し、人間
関係を構築していく
⑨見守り隊は、月１回監督団体に活動報告

その他 ―

・カードによる出金は原則行わない
・利用に際して医師の診断書等は不要
・福祉サービスの利用が必須
・日常生活自立支援事業の保管物品等
に関する取扱い規程に基づく金銭管理
等の実施
・本人以外の金銭手渡し者の選任が可
・賠償責任総合保障制度の加入
・月１回の訪問
・生活保護受給者が利用者の相当数を
占める

・カードによる出金について検討
・実際に行うサービス内容（金銭管理の範囲
等）は、利用者と支援計画書を作成し、個別
に定める
・福祉サービスの利用の有無は利用条件に含
めない
・モデル事業の保管物品等に関する取扱い規
程（仮称）に基づく金銭管理等の実施
・意思決定支援サポーターによる月２回程度
の訪問

13



【モデル事業】八尾市見守り推進事業（仮）全体図パターン①
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八尾市

監督・支援団体
（八尾市社会福祉協議会）

本人

見守訪問
（月２回）

意思決定支援など

報酬支払

財産管理
委任契約

報告
連絡

成年後見制度
利用促進協議会

事業報告
後方支援

支援チーム結成
成年後見・日自への移行

委託

依頼
後方支援

本人の状況
に応じて

金銭管理

見守り
契約・申込
※検討中

訪問
依頼

日常的金銭管理
サービス

（金融機関・
社会福祉法人等）

見守り隊
（意思決定支援）

市民後見人バンク登録者
市民後見人OBなど

現況
報告

現況
確認

補助

身近な
相談



【モデル事業】八尾市見守り推進事業（仮）全体図パターン②
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窓口・支援団体（社協）

本人

見守訪問
（月２回）

意思決定支援など

報酬支払

財産管理
委任契約

報告
連絡

成年後見制度利用促進協議会
意思決定支援分科会

委員（三士会）
事務局（市・市社協）

支援チーム結成
成年後見・日自への移行

依頼
後方支援

本人の状況
に応じて

金銭管理

申込 訪問
依頼
承諾

日常的金銭管理
サービス

（社協・その他法人）

見守り隊
（意思決定支援）

市民後見人バンク登録者
市民後見人OBなど身近な

相談

現況報告

現況
確認

現況
報告

八尾市

委 託

監督機関

設 置



おもいのみまもり（見守り隊）について
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１．役割

〇本人と同じ生活者の視点をもつ地域住民や当事者が、日常的な金銭管理サービスを提供する事業者とは別の立場で、金銭

管理サービス事業者と連携し、本人の日常的な金銭管理サービスの提供状況を見守り、社会生活における意思決定を支援する

ことで、本人が安心して意思の形成、表明をすることができるようにする。

〇利用者への訪問・見守確認（月２回程度）を通して、日頃からの丁寧なコミュニケーションをとり、関係性の構築に努め

る。

２．見守り隊員について

〇本事業がモデル的な位置付けの期間は、市民後見人バンク登録者・市民後見人OB等を担い手として登録いだき、事業にか

かる研修等を通じた人材育成を行う。

〇事業を広く展開していくにあたっては、民生委員・ボランティア活動者等が担い手となるようアプローチしていく。

監督機関見守り隊員本人
金銭管理

サービス事業者

見守訪問（月２回）
意思決定支援など

連携

報告・相談

依頼・後方支援

身近な相談
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監督・支援団体
（八尾市社会福祉協議会）

本人

③見守訪問
（月２回）

意思決定支援など

④報告
連絡

①見守り契約

②契約

見守り隊
（意思決定支援）

市民後見人バンク登録者
市民後見人OBなど身近な

相談

① 本人と窓口団体（監督・支援団体）が

見守り契約

② 見守り隊の内、実際に訪問する者

と窓口団体（監督・支援団体）が契約

③ 契約に基づき本人宅に月２回訪問し

人間関係を構築していく

④ 月１回監督団体に活動報告

課題

⑴ 窓口団体（監督・支援団体）と見守り隊

で雇用契約が発生するのか。

⑵ 本人と面識が無い者が訪問するため、

初回時か契約時に３者で面談が必要。

おもいのみまもり（見守り隊）の契約形態について（パターン①）

※15頁「全体図パターン①」を想定して作成
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監督・支援団体
（八尾市社会福祉協議会）

本人

③見守訪問
（月２回）

意思決定支援など

④報告
連絡

①見守り契約

②依頼

見守り隊
（意思決定支援）

市民後見人バンク登録者
市民後見人OBなど身近な

相談

① 本人と窓口団体（監督・支援団体）が

見守契約

② 見守り隊の内、実際に訪問する者

に依頼により訪問開始

③ 契約に基づき本人宅に月２回訪問し

人間関係を構築していく

④ 月１回監督団体に活動報告

おもいのみまもり（見守り隊）の契約形態について（パターン②）

※15頁「全体図パターン①」を想定して作成

課題

⑴ 契約を行わず見守り隊への依頼だけで

問題はないのか

⑵ 本人と面識が無い者が訪問するため、

初回時か契約時に３者で面談が必要。
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監督・支援団体
（八尾市社会福祉協議会）

本人

②見守訪問
（月２回）

意思決定支援など

③報告
連絡

①見守り契約

①見守契約

見守り隊
（意思決定支援）

市民後見人バンク登録者
市民後見人OBなど身近な

相談

① 本人と窓口団体（監督・支援団体）

と見守り隊が見守契約

② 契約に基づき本人宅に月２回訪問し

人間関係を構築していく

③ 月１回監督団体に活動報告

おもいのみまもり（見守り隊）の契約形態について（パターン③）

※15頁「全体図パターン①」を想定して作成

課題

⑴ ３者での契約は成立するのか

⑵ 一個人である見守り隊員が契約する

ことになるため問題はあるか
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①本人の見守り支援の登録申請
見守り隊への登録申請

②本人の見守り支援登録認定
見守り隊員の登録認定

③事業の利用申請
④監督機関が、見守り隊に面談依頼
⑤本人・見守り隊・監督団体で三者面談
⑥三者面談での内容から見守り隊が承諾した
場合、訪問依頼の承諾書を監督機関へ送付

⑦監督機関は、本人に承諾通知を送付
⑧契約に基づき本人宅に月２回訪問し、人間
関係を構築していく

⑨見守り隊は、月１回監督団体に活動報告

課題
⑴ 契約行為を行わず申請→承諾で問題

ないか

①
登録

監督・支援団体
（八尾市社会福祉協議会）

⑧見守訪問
（月２回）

意思決定支援など

⑨
報告
連絡

身近な
相談

市or社協

①
登録

③
申請

⑤
三者
面談

⑥
承諾

おもいのみまもり（見守り隊）の契約形態について（パターン④）

本人

※15頁「全体図パターン①」を想定して作成

見守り隊
（意思決定支援）

市民後見人バンク登録者
市民後見人OBなど



共通課題 １（報酬関係）
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おもいのみまもり（見守り隊）の共通課題①

① 見守り隊の実費負担分の支給額・支給方法について

⇒定額報酬（1回〇円）と定めて支給

実費負担分（〇月分）として請求のあった費用を支給

② 見守り隊の支給方法のフローについて

⇒本人へ直接支給の場合

⇒請求書の作成・金額の妥当性などチェックは誰がするのか

⇒監督・支援団体から支給の場合

⇒月報の内容をもとに見守り隊に相当分を支給、その後本人に対して

実費負担分の料金を請求 or 事業当初は事業補助といのかたちで

補填する（完全無償で実施）。



共通課題 ２（不正行為等）

① 見守り隊は個人であるが、不正行為があった際の責任は誰が負うことになるのか。

⇒保険で対応することになる。

⇒どういった保険があるか要確認（ボランティア活動保険が適用できるか等）。

② 不正行為の後、見守り隊と連絡がつかなくなった際、窓口団体が責任を負うことに

なるのか。

⇒原則、不正した者（見守り隊）の責務となるが、リスク回避も含め保険加入は必
須。

③ 見守り隊の支援内容について、業務マニュアルを作成し整理する必要がある。

⇒どの範囲までを支援対象とするかなど（契約行為をする際の代筆、金融機関への

同行、申請関係の手続き支援）。 22

おもいのみまもり（見守り隊）の共通課題②



おかねのみまもり（日常的金銭管理サービス）について（案）
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１．金融機関（金銭管理サービス事業所）における金銭管理

判断能力が低下していると思われる人の口座について、一定額以上（１０万円程度を想定）の引出しがあった際、金融機関
側にて引出しを停止し、見守り支援員等と情報共有を行った上で、本人と見守り支援員等との間で引出し内容の確認等を行う。

２．通帳による出金状況等の見守り支援

２種類の口座を用い、一定額が預貯金されている（年金・給与等が振り込まれる）口座を社会福祉法人等（金融機関預か

りサービス）、そこから自動送金で生活を入れておく口座を本人が所持しておく。

月２回の見守り支援を行う際に、多額の引出し金がないか、使途不明な利用がないかを支援員らがB口座の通帳で確認する。

A口座
預り上限額：〇万円

B口座

金銭管理サービス
事業者管理

本人管理

毎月定額を
自動送金

年金・給与等が
振り込まれる口座 普段使い用の口座

本人管理口座
※「２．B口座」を想定

本人

①一定額以上の
引出し

見守り支援員等金融機関

②金融機関側で
引出しストップ

③内容共有

④引出し内容の確認

（検討課題）
金融機関に対し、
対応件数に応じた
報酬を設定する？

（検討課題）
・社協を金銭管理サービス事業者として位置付ける？
・その際の監督機関としての役割との整理について。
・預り上限額の設定について。
・金銭管理の範囲は、いくつかのメニューを設定し、
利用者が選択することを想定。
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監督・支援団体
（八尾市社会福祉協議会）

⑤
現況
報告

②契約

手順

① 本人・日常的金銭管理サービス提供者・
監督（支援）団体の３者で金銭管理内容
の確認

② 本人とサービス提供者でサービス契約

日常的金銭管理
サービス

（金融機関・
社会福祉法人等）

本人

⑥
現況
確認

③金銭管理

④報酬支払

③ 契約に基づき金銭の保管・管理を実施

④ 金銭管理サービス事業者へ報酬の支払い

⑤ 監督（支援）団体へ数か月に１度現況報告

①内容確認

⑥ 監督（支援）団体は現況書類を確認

おかねのみまもり（日常的金銭管理サービス）のスキーム図
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メニュー１
〇本人の定期預金通帳の預かり

メニュー３
〇メイン通帳を預かり、サブ通帳に生活費
として週・月に数回振込
※日々の生活に係るお金（サブ通帳）は、
自身で管理

メニュー４
〇上記３に追加して、（本人が希望する）
保管が必要なものの預かり
・通帳以外に保管できる物
①不動産登記済証（権利証）
②国民年金・厚生年金保険証券
③印鑑登録証
④鍵（貸金庫等）

メニュー２
〇本人の普通預金通帳の預かり
※日々の生活費分を持っておいて比較的
高額な金額がある場合の通帳を預かる

日常的金銭管理
サービス

（金融機関・
社会福祉法人等）

本人

通帳等の預かり

契約

報酬支払

金銭管理

おかねのみまもり（日常的金銭管理サービス）のメニューについて（案）

本人が希望するメニューを選択
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課題１
〇サブ通帳（同金融機関で複数の通帳）の作成がで
きるのか。
また、通帳の作成は、見守り隊が同行することに
なるのか。

課題２
〇メイン通帳（預り保管）からサブ通帳（本人保
管）への振替等ができる金融機関はあるか。
※当初は窓口等での設定又は依頼書での手続きを
想定

課題３
〇日々の生活費を預かってほしいとのニーズが増え
てきた場合の新たなメニューの追加。
※金融機関の協力が得られるようになれば、
メニューの一つとして検討する必要有り。

課題４
〇契約解除における手順。
※原則、期間はなく、いつでも契約解除はできる。

課題５
〇本人死去等における取扱い。
・死去 ・事故等での入院
・急速な状況の変化による本人の判断能力の低下
※身寄りのない又は親族が遠方にしかいない者が
契約者となることとなるため、検討が必須。

課題１・２ 金融機関との調整

課題３ 将来的な支援の充実の検討

課題４～６ 事業実施までに必要な検討事項

⇒課題に対する今後の動き

おかねのみまもり（日常的金銭管理サービス）で想定される課題（案）

課題６
〇日常的金銭管理サービス事業者と監督団体・支援台
が、同法人等になる場合の対応が必要。


